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●

●

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円充当予定額 0

補助予定額 12,668

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0%

予算費目 会　　計 一般会計 会計 費目名 民生

補助金 あり 名称
保健事業と介護予防の一体的事業
委託 対象事業費 12,799 補助率（％） 99.0%

108 131 131 370

合計 12,853 12,799 12,799 38,451

県 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 12,745 12,668 12,668 38,081

地方債 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

一般財源

年度の事業内訳

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業の位置づけ
給与費5,800,000円（職員係対応分）、報酬
4,928,000円、職員手当等688,000円、共済費
871,000円(職員係対応分)、報償費240,000
円、旅費159,000円、　消耗品費73,000円、
通信運搬費39,000円、備品55,000円
合計12,853,000円

給与費5,800,000円（職員係対応分）、報酬
4,928,000円、職員手当等711,000円、共済費
865,000円(職員係対応分)、報償費240,000
円、旅費80,000円、　消耗品費136,000円、
通信運搬費39,000円、
合計12,799,000円

給与費5,800,000円（職員係対応分）、報酬
4,928,000円、職員手当等711,000円、共済費
865,000円(職員係対応分)、報償費240,000
円、旅費80,000円、　消耗品費136,000円、
通信運搬費39,000円、
合計12,799,000円

高齢者の疾病の重症化予防および介護予防を推
進し、医療費の適正化及び健康寿命の延伸を図
る。

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標

高齢者の医療費増加の抑制及び介護予防

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

数値化困難

達成のめやす
高齢者の疾病の重症化予防及び介護予防を推進し、健康寿命の延伸を目指す。 　４　住民サービス向上事業

　５　防災関連事業

留意事項
　６　総合戦略対象事業

　７　その他　（　　　　　　　　　　　）

期待する
効果

高齢者の保健事業と介護予防を一体的に取り組むことにより、高齢者の医療費の増加の抑制または削減を目指
し、健康寿命の延伸を図る。

優先順位マトリックス （ハード事業のみ）

既存

年度

施策項目 ５．健康対策と医療体制の充実 根拠法令等 高確法　国民健康保険法　介護保険法

事業概要

高確法　国民健康保険法　介護保険法の改正により、令和2年10月より高齢者の医療費の適正化及び健康寿命
の延伸を目的とし、高齢者の保健事業を介護予防事業と一体的に取り組むもの。取り組み内容は医療・健診・介
護情報を一括把握することで地域の健康課題を分析し、高齢者の心身の特性に応じて、重症化予防のための訪
問指導及び地域での健康教育等の保健事業を実施する。

事業の性質　（複数選択可）

　１　継続性のある事業

　２　緊急性の高い事業

総合計画

基本目標 ひとを育むまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策 基本施策３　ライフステージ支援プロジェクト 令和 年度 ～ 令和

　３　人口増加に寄与する事業

課名 国保年金課 管理係 主管課長名 シート作成者名

事業番号 3656 事業名 保健事業と介護予防の一体的事業 新規・既存の別
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●

●

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円充当予定額 0

補助予定額 0

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0%

予算費目 会　　計 一般 会計 費目名 民生

補助金 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0%

6,157 3,965 3,500 16,815

合計 6,157 39,400 35,000 83,750

県 0

その他 0

事業計画（事業費、単位：千円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 35,435 31,500 66,935

地方債 0

負担金 0

一般財源

年度の事業内訳

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業の位置づけ
空調改修工事設計委託　2,606千円

電話配電盤更新工事　3,551千円

空調更新工事（全体） 109,373千円
　令和4年度１期 39,373千円
　令和5年度２期 35,000千円
　令和6年度３期 35,000千円

駐車場整備　3,219,700円

空調更新工事（全体） 109,373千円
　令和4年度１期 39,373千円
　令和5年度２期 35,000千円
　令和6年度３期 35,000千円

平成30年度以降　外壁・屋根補修・内装等
平成23年度～平成30年度　169,694千円
令和元年度～令和10年度　230,306千円
計　400,000千円

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標

100% 100% 100% 劣化箇所の補修・改修

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと⇒

各年度の整備計画の達成率

達成のめやす
総合福祉センターの施設改修を行い、利用者が快適に施設を利用するための空間づくりを行う。
経年劣化による施設の老朽化部分を改修することにより、安全面を確保する。

　４　住民サービス向上事業

　５　防災関連事業

留意事項
　６　総合戦略対象事業

　７　その他　（　　　　　　　　　　　）

期待する
効果

総合福祉センターの老朽化部分を改修、駐車場を整備する事により、利用者が安全、快適に施設を利用すること
ができる。

優先順位マトリックス （ハード事業のみ）

既存

年度

施策項目 １．地域福祉の推進 根拠法令等 行橋市総合福祉センター設置条例

事業概要

　行橋市総合福祉センターは地域福祉の中核施設として平成７年に運営が開始されました。これまでも設備、空調機器等に
つきまして適宜改修を行ってきましたが、施設開設より約２０年経過する事から、平成２５年度に施設の全般的な点検につい
て専門業者に委託を行い総合的な整備計画を策定し、平成２６年度より順次劣化箇所の補修に取り組んでいるところです。

事業の性質　（複数選択可）

　１　継続性のある事業

　２　緊急性の高い事業

総合計画

基本目標 ひとを育むまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策 基本施策３　ライフステージ支援プロジェクト 平成 年度 ～ 令和

　３　人口増加に寄与する事業

課名 地域福祉課 係名 管理係 主管課長名 シート作成者名

事業番号 2141 事業名 総合福祉センター整備事業 新規・既存の別
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●

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円充当予定額 0

補助予定額 0

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0%

予算費目 会　　計 一般 会計 費目名 民生

補助金 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0%

5,100 5,100 5,100 96,656

合計 5,100 5,100 5,100 96,656

県 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

事業計画（事業費、単位：千円）

令和３年 令和４年 令和５年 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0

地方債 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

一般財源

年度の事業内訳

令和２年 令和３年 令和４年 全体事業の位置づけ
5,000千円×1件＝5,000千円

登記委託料100千円×1件＝100千円

5,000千円×1件＝5,000千円

登記委託料100千円×1件＝100千円

5,000千円×1件＝5,000千円

登記委託料100千円×1件＝100千円

集会所１件あたりの施設整備（大規模補修、付帯設備整備）につ
き、上限５００万円の補助金支出を行う。
平成25年度10,063千円　平成26年度　5,098千円　平成27年度
10,095千円　平成28年度　10,095千円　平成29年度　5,088千円
平成30年度　1,0191千円　令和２年度以降　46,026千円
全体事業費　96,656千円

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

令和２年 令和３年 令和４年 最終目標

1.00 1.00 1.00 20.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

市内集会所の地元払い下げの件数。

達成のめやす
今後１０年間を目処として市内の集会所の約半数を目標として地元（地縁団体）への払い下げを行っていく。 　４　住民サービス向上事業

　５　防災関連事業

留意事項
　６　総合戦略対象事業

　７　その他　（　　　　　　　　　　　）

期待する
効果

集会所を地元へ払い下げる事により、今後予想される集会所の維持管理経費の節減に繋がる。 優先順位マトリックス （ハード事業のみ）

既存

年度

施策項目 １．地域福祉の推進 根拠法令等 行橋市総合福祉センター設置条例

事業概要

行橋市内の集会所（現在４７箇所）については、そのほとんどが建設より３０年以上経過し、維持管理費用につい
ても施設の老朽化とともに今後も顕著な増加が見込まれる。大規模補修が必要な集会所について地元と補修に
係る経費の一部を補助金として支出することを条件とした払い下げの交渉を行い、行政コストのスリム化を図る。

事業の性質　（複数選択可）

　１　継続性のある事業

　２　緊急性の高い事業

総合計画

基本目標 ひとを育むまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策 基本施策３　ライフステージ支援プロジェクト 平成 年度 ～ 令和

　３　人口増加に寄与する事業

課名 地域福祉課 係名 管理係 主管課長名 シート作成者名

事業番号 2766 事業名 集会所施設整備助成事業 新規・既存の別
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●

●

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

課名 地域福祉課 係名 福祉政策係 主管課長名 シート作成者名

事業番号 03512 事業名 成年後見制度利用促進事業 新規・既存の別 既存

年度

施策項目 １．地域福祉の推進 根拠法令等 成年後見制度の利用の促進に関する法律

事業概要

「成年後見制度の利用の促進に関する法律」施行を受け、成年後見制度利用促進委員会を設置し、地域連携
ネットワークの構築、中核機関を運営するものです。令和４年度より新たに受任者調整業務を開始し、後見人等
の選任において、利用者に不利益が生じないような体制を整備するものです。

事業の性質　（複数選択可）

　１　継続性のある事業

　２　緊急性の高い事業

総合計画

基本目標 ひとを育むまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策 基本施策３　ライフステージ支援プロジェクト 平成 年度 ～ 令和

　３　人口増加に寄与する事業

達成のめやす
中核機関を運営することにより成年後見制度の利用促進及び制度についての認知度の向上と、制度の利用促進
を図る。

　４　住民サービス向上事業

　５　防災関連事業

留意事項
　６　総合戦略対象事業

　７　その他　（　　　　　　　　　　　）

期待する
効果

住民への後見制度の周知や、利用促進につながる。 優先順位マトリックス （ハード事業のみ）

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと⇒

年度の事業内訳

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業の位置づけ
成年後見制度中核機関運営 成年後見制度中核機関運営 成年後見制度中核機関運営 中核機関の設置、運営することで、成年後見

制度の周知や利用促進につながる。

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

事業計画（事業費、単位：千円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 500 0

地方債 0

負担金 0

一般財源

県 0

その他 7,968 11,510 12,029 0

11,155 12,646 13,727 64,853

合計 19,123 24,656 25,756 64,853

予算費目 会　　計 会計 費目名

補助金 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0%

充当予定額 0

補助予定額 0

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0%
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●

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円充当予定額 0

補助予定額 0

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0%

予算費目 会　　計 一般 会計 費目名 衛生

補助金 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0%

2,792 2,792

合計 0 2,792 0 2,792

県 0

その他 0

事業計画（事業費、単位：千円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0

地方債 0

負担金 0

一般財源

年度の事業内訳

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業の位置づけ
地域保健計画策定委員会及びプロジェクト会
議の実施。次期計画の策定、製本。

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標

次期計画の策定、製本

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと⇒

達成のめやす
　４　住民サービス向上事業

　５　防災関連事業

留意事項
　６　総合戦略対象事業

　７　その他　（　　　　　　　　　　　）

期待する
効果

疾病予防、健康の保持増進のための市民・地域・行政の活動の明確化及び活動推進のための体制整備等を行い、市民の
健康づくりを推進します。

優先順位マトリックス （ハード事業のみ）

新規

年度

施策項目 ５．健康対策と医療体制の充実 根拠法令等 健康増進法

事業概要

地域保健計画は、平成２５年度を初年度とした５か年計画として第１期を策定しており今回、令和５年度からの第３期計画を
策定するものです。本計画は、基本目標を「元気で長生きできるまち」「親子で健やかに育つまち」とし、様々な疾病や健康課
題に対する保健活動を主な内容としています。市民・地域と行政が各々の役割を持ち健康づくりに関する様々な取り組みを
実施します。

事業の性質　（複数選択可）

　１　継続性のある事業

　２　緊急性の高い事業

総合計画

基本目標 ひとを育むまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策 基本施策３　ライフステージ支援プロジェクト 年度 ～ 令和

　３　人口増加に寄与する事業

課名 地域福祉課 係名 健康づくり推進係 主管課長名 シート作成者名

事業番号 事業名 地域保健計画策定事業 新規・既存の別
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●

●

●

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

優先順位マトリックス （ハード事業のみ）

補助予定額 364

0

284

利用希望登録者　９名
契約指定訪問看護ステーション　８箇所

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） #DIV/0!

民生費

補助金 あり 名称 地域生活支援事業費等補助金 対象事業費 486 補助率（％） 74.9%

充当予定額 0

合計 0 486 648 1,134

予算費目 会　　計 一般会計 会計 費目名

一般財源 122 162

0

負担金 0

事業計画（事業費、単位：千円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業費

県 121 162 283
財
源
内
訳

国 243 324 567

地方債

その他

年度の事業内訳

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業の位置づけ
事業を実施している他市町村に訪問看
護事業所や利用者状況等に関する聞き
取りを実施する。また、行橋市近郊訪問
看護事業所に委託契約を依頼する等、
体制の整備を整える。

（随時）指定訪問看護ステーションと委託
契約
（随時）利用希望者登録
（事業費）
　486,000円／年

（随時）指定訪問看護ステーションと委託
契約
（随時）利用希望者登録
（事業費）
　648,000円／年

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標

利用希望登録者　３名
契約指定訪問看護ステーション　２箇所

利用希望登録者　４名
契約指定訪問看護ステーション　３箇所

医療的ケア児を看護する家族の負担軽減が期待される。

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと⇒

達成のめやす
看護や介護を行う家族の負担が少しでも和らげるようになること。 　４　住民サービス向上事業

　５　防災関連事業

留意事項
　６　総合戦略対象事業

　７　その他　（　　　　　　　　　　　）

期待する
効果

新規

年度

施策項目 ４．障がい者福祉の充実 根拠法令等 障害者総合支援法、児童福祉法

事業概要

在宅の医療的ケア児（人工呼吸器の装着、たん吸引、経管栄養等が必要な児童※０歳～１８歳に達する日以降の最初の３
月３１日まで）の看護や介護を行う家族の負担軽減を図るため、医療的ケア児の看護に指定訪問看護ステーションを利用す
る家族へ、その利用に係る経費の助成を行うものである。助成対象経費としては、指定訪問看護ステーションが在宅医療ケ
ア児を訪問して行う看護（健康保険法適用対象となる訪問看護を除く）に係る経費とする。

事業の性質　（複数選択可）

　１　継続性のある事業

　２　緊急性の高い事業

総合計画

基本目標 ひとを育むまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策 基本施策３　ライフステージ支援プロジェクト 年度 ～ 令和

　３　人口増加に寄与する事業

課名 地域福祉課　障がい者支援室 係名 障がい者支援係 主管課長名 シート作成者名

事業番号 事業名 医療的ケア児在宅レスパイト事業 新規・既存の別



行橋市実施計画シート 　 令和３ 年度実施計画事業対象

4

●

●

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

課名 地域福祉課　障がい者支援室 係名 障がい者支援係 主管課長名 シート作成者名

事業番号 事業名 新高額障害福祉サービス等給付費 新規・既存の別 新規

年度

施策項目 ４．障がい者福祉の充実 根拠法令等 障害者総合支援法

事業概要

６５歳到達により、障がい福祉サービスから介護保険に移行した者に対し、移行により増加した介護保険利用者負担額を償
還払いによって、負担を軽減する事業。現在65歳以上で、65歳になるまでに5年以上、特定の障がい福祉サービスの支給決
定を受けていた方で一定の要件を満たす場合、申請により平成30年4月以降の障がい福祉サービスに相当する介護保険
サービスの利用者負担額を償還する

事業の性質　（複数選択可）

　１　継続性のある事業

　２　緊急性の高い事業

総合計画

基本目標 ひとを育むまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策 基本施策３　ライフステージ支援プロジェクト 年度 ～ 令和

　３　人口増加に寄与する事業

達成のめやす
対象となる方に利用者負担額を償還する 　４　住民サービス向上事業

　５　防災関連事業

留意事項
　６　総合戦略対象事業

　７　その他　（　　　　　　　　　　　）

期待する
効果

65歳以上で障がいのある方に対し、障がい福祉サービスに相当する介護保険サービスの利用者負担の軽減 優先順位マトリックス （ハード事業のみ）

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標

対象者：２名（Ｒ２年介護保険移行者）
年間見込み額：137,000円

対象者：６名（Ｒ３年介護保険移行者４名）
年間見込み額：434,000円

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと⇒

年度の事業内訳

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業の位置づけ
・要綱整備
・申請受付の申請書、手順書作成

・申請受付
・支給決定
・償還払い実施

・申請受付
・支給決定
・償還払い実施

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

事業計画（事業費、単位：千円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 68 217 285

地方債 0

負担金 0

一般財源

県 34 108 142

その他 0

35 109 144

合計 0 137 434 571

予算費目 会　　計 一般会計 会計 費目名 民生費

補助金 あり 名称
障害者自立支援給付費
（国庫・県費）

対象事業費 137 補助率（％） 74.5%

充当予定額 0

補助予定額 102

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） #DIV/0!



行橋市実施計画シート 　 令和３ 年度実施計画事業対象

3

●

●

●

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

課名 子ども支援課 係名 子ども未来係 主務課長名 シート作成者名

事業番号 事業名 保育所等業務効率化推進事業 新規・既存の別 既存

年度

施策項目 ２．子育て支援・児童福祉の充実 根拠法令等

事業概要

保育士の業務負担軽減を図るため、保育に関する計画・記録や保護者との連絡、子どもの登降園管理等の業務
のICT化を行うために必要なシステム導入費用等の一部を補助する。

事業の性質　（複数選択可）

　１　継続性のある事業

　２　緊急性の高い事業

総合計画

基本目標 ひとを育むまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策 基本施策３　ライフステージ支援プロジェクト 令和 年度 ～ 令和

　３　人口増加に寄与する事業

達成のめやす 対象施設のシステム導入が完了すること。
　４　住民サービス向上事業

　５　防災関連事業

留意事項
　６　総合戦略対象事業

　７　その他　（　　　　　　　　　　　）

期待する
効果

保育士の業務の効率化及び負担軽減による離職防止による継続勤務を目指すもの。 優先順位マトリックス （ハード事業のみ）

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標

対象施設のシステム導入完了 －

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

年度の事業内訳

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業の位置づけ
○みのり　　　○浄喜寺
○ときいろ　  〇コスモス

補助基準額　１施設1,000千円まで
国1/2、市1/4、事業者1/4

○大橋　　  ○めばえ
○ショコラ　 〇はぴねす

補助基準額　１施設1,000千円まで
国1/2、市1/4、事業者1/4

３園予定

補助基準額　１施設1,000千円まで
国1/2、市1/4、事業者1/4 （この欄には事業全体の内容を記載のこと）

事業計画（事業費、単位：千円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 2,000 2,000 1,500 5,500

地方債 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

1,000 1,000 750 2,750

合計 3,000 3,000 2,250 8,250

予算費目 会　　計 一般 会計 費目名 民生

補助金 名称
保育対策総合支援事業費補
助金

対象事業費 3,000 補助率（％） 66.6%

充当予定額 0

補助予定額 2,000

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0%

（ 子ども 支援課） -（ 保育所等業務効率化推進事業）



行橋市実施計画シート 　 令和３ 年度実施計画事業対象

29

●

●

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円充当予定額 0

補助予定額 0

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0%

予算費目 会　　計 一般 会計 費目名 民生

補助金 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0%

14,117 14,400 14,400 42,917

合計 14,117 14,400 14,400 42,917

県 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

事業計画（事業費、単位：千円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

一般財源

年度の事業内訳

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業の位置づけ
保育士の給与等の処遇改善補助
市内認可保育園（12園/215人）
基本地域加算（12園）
特別加算地域手当（10園）

保育士の給与等の処遇改善補助
市内認可保育園（12園/215人）
基本地域加算（12園）
特別加算地域手当（10園）

保育士の給与等の処遇改善補助
市内認可保育園（12園/215人）
基本地域加算（12園）
特別加算地域手当（10園）

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標

待機児童　０人 待機児童　０人 待機児童　０人

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

待機児童　０人

達成のめやす
待機児童の解消。 　４　住民サービス向上事業

　５　防災関連事業

留意事項
平成３１年４月１日時点で待機児童が０歳児１名、１歳児５名、２歳児２名、３歳児２名が発生し、令和２年４月１日時点でも２歳児１名が発
生したが、令和３年度に小規模保育事業所が４箇所開所したこともあり、令和３年４月１日時点では発生しなかった。

　６　総合戦略対象事業

　７　その他　（　　　　　　　　　　　）

期待する
効果

離職防止・待遇改善など保育士の確保による待機児童の解消 優先順位マトリックス （ハード事業のみ）

既存

年度

施策項目 ２．子育て支援・児童福祉の充実 根拠法令等 行橋市保育士処遇改善事業補助金交付要綱

事業概要

本市の保育園入所者数は増加しており、現在、行橋市保育施設等整備計画により、定員増を伴う施設整備を年
次計画で行い定員増を図っているが、全国的な保育士不足は本市においても深刻であり、定員増に対応した保
育士の確保が急務となっている。このため、平成27年度から本事業を実施し、保育士の確保に努めているが、待
機児童が発生する年度もあり、今後も継続して支援の必要がある。

事業の性質　（複数選択可）

　１　継続性のある事業

　２　緊急性の高い事業

総合計画

基本目標 ひとを育むまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策 基本施策３　ライフステージ支援プロジェクト 平成 年度 ～ 令和

　３　人口増加に寄与する事業

課名 子ども支援課 係名 子ども未来係 主管課長名 シート作成者名

事業番号 03127 事業名 保育士処遇改善事業 新規・既存の別



行橋市実施計画シート 　 令和３ 年度実施計画事業対象

4 8

●

●

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円充当予定額 0

補助予定額 0

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0%

予算費目 会　　計 一般 会計 費目名 民生

補助金 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0%

1,320 1,320

合計 0 1,320 0 1,320

県 0

その他 0

事業計画（事業費、単位：千円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0

地方債 0

負担金 0

一般財源

年度の事業内訳

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業の位置づけ
・子育てOSSファイアウォール整備更新委託費 ・子育てOSSファイアウォール機器保守委託費

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標

子育てOSSファイアウォール整備更新

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと⇒

達成のめやす
　４　住民サービス向上事業

　５　防災関連事業

留意事項
　６　総合戦略対象事業

　７　その他　（　　　　　　　　　　　）

期待する
効果

オンライン申請による市民サービスの向上。 優先順位マトリックス （ハード事業のみ）

新規

年度

施策項目 ２．子育て支援・児童福祉の充実 根拠法令等

事業概要

国の「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」に基づき、妊娠、出産、育児等に係る国民の子育ての負担軽減を図るため、
自治体における子育て関連の申請等手続について、マイナンバーカードを用いてオンラインで一括して手続が行
えるよう、情報提供ネットワークシステムの運用が開始以降、速やかに実現していくものであり、平成２９年度末よ
り運用開始。５年経過により、機器の更新が必要となっている。

事業の性質　（複数選択可）

　１　継続性のある事業

　２　緊急性の高い事業

総合計画

基本目標 ひとを育むまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策 基本施策３　ライフステージ支援プロジェクト 年度 ～ 令和

　３　人口増加に寄与する事業

課名 子ども支援課 係名 児童家庭係 主管課長名 シート作成者名

事業番号 2163 事業名 子育てワンストップサービスファイアウォール整備 新規・既存の別



行橋市実施計画シート 　 令和３ 年度実施計画事業対象

●

●

●

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

課名 子ども支援課 係名 子育て支援係 主管課長名 シート作成者名

事業番号 事業名 視力検査機器の導入 新規・既存の別 新規

年度

施策項目 ２．子育て支援・児童福祉の充実 根拠法令等 母子保健法

事業概要

現在、3歳児健診の視力検査は、児に片目をふさぐ紙のメガネをつけて、絵カードをみて答える方法だが、メガネをつけることを嫌がる児
や、言葉で答えることが困難な児も多く正確な検査が困難な状況にある。そのために視力異常（近視、遠視、乱視、斜視など）が見落とさ
れているケースがある。今回、児が１ｍ離れた検査機器を注目するだけで正確な検査でき、児が嫌がることなく測定できる視力検査機器

（スポットビジョンスクリーナー）を導入し、視力異常の早期発見、早期回復に努める。

事業の性質　（複数選択可）

　１　継続性のある事業

　２　緊急性の高い事業

総合計画

基本目標 ひとを育むまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策 基本施策３　ライフステージ支援プロジェクト 平成 年度 ～ 令和

　３　人口増加に寄与する事業

達成のめやす
視力検査機器（スポットビジョンスクリーナー）の導入 　４　住民サービス向上事業

　５　防災関連事業

留意事項
　６　総合戦略対象事業

　７　その他　（　　　　　　　　　　　）

期待する
効果

３歳児の視力異常の早期発見及び早期治療、回復による、健全な視力の維持 優先順位マトリックス （ハード事業のみ）

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標

年度の事業内訳

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業の位置づけ
視力検査機器の導入
本体価格　1,200,000円×1.1＝1,320,000円
プリンター　50,000円×1.1＝55,000円
保守契約（４年）440,000円×1.1＝484,001円

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

事業計画（事業費、単位：千円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 660 0 0

地方債 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

一般財源

県 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

0 1,199 1,859

合計 0 1,859 0 1,859

予算費目 会　　計 一般 会計 費目名 民生

補助金 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0%

充当予定額 0

補助予定額 0

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0%
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費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円充当予定額 0

補助予定額 210,243

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0%

予算費目 会　　計 一般 会計 費目名 民生

補助金 あり 名称 保育所等整備事業費補助金 対象事業費 580,439 補助率（％） 50%、66.6%

65,614 2,000 37,452 105,066

合計 275,857 6,000 112,357 394,214

県 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

事業計画（事業費、単位：千円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 210,243 4,000 74,905 289,148

地方債 0 0 0 0

負担金 0 0 0 0

一般財源

年度の事業内訳

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業の位置づけ
〇いずみ保育園整備工事
　総事業費　264,370千円
　(増築47,128、大規模修繕217,242)
　整備後定員　105名（整備前90名）
〇認定こども園コスモス増築工事
　総事業費　325,387千円
整備後定員　260名（整備前195名）

なし 認定こども園コスモス大規模修繕工事

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標

２施設 ０施設 １施設

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

施設整備事業実施の施設数

達成のめやす
行橋市保育施設等整備計画に基づき、各施設の安全面及び衛生面を全園が等しく整備し、安心して市民に保育
環境を提供する事。

　４　住民サービス向上事業

　５　防災関連事業

留意事項
現在の施設整備により、大幅な定員増が図られる予定なので、今後は老朽化対策を考えていく必要がある。 　６　総合戦略対象事業

　７　その他　（　　　　　　　　　　　）

期待する
効果

待機児童の発生を防止し、良質な保育環境を維持する。また老朽施設については、増改築することで児童の安全
安心な保育環境を確保することができる。

優先順位マトリックス （ハード事業のみ）

5

既存

年度

施策項目 ２．子育て支援・児童福祉の充実 根拠法令等 児童福祉法

事業概要

社会情勢の変化を背景とした核家族化や共働き世帯の増加等による保育園就園率の増に伴い、緊急的な環境整備を行う
必要が発生している。そのため地域の保育需要に即した定員管理を行う為の施設整備と併せ、老朽施設の建替えを計画的
に推進する事業である。令和３年度整備予定のいずみ保育園増築工事により15名の定員増が見込まれ、また認定こども園
コスモス増築工事により65名の定員増が見込まれるため、待機児童解消に大きく寄与できる。

事業の性質　（複数選択可）

　１　継続性のある事業

　２　緊急性の高い事業

総合計画

基本目標 ひとを育むまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策 基本施策３　ライフステージ支援プロジェクト 平成 年度 ～ 令和

　３　人口増加に寄与する事業

課名 子ども支援課 係名 子ども未来係 主管課長名 シート作成者名

事業番号 02964 事業名 私立保育園施設整備推進事業 新規・既存の別
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●

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

課名 介護保険課 係名 介護保険係 主管課長名 シート作成者名

事業番号 事業名 介護施設等の施設開設準備経費支援事業 新規・既存の別 新規

年度

施策項目 ３．高齢者福祉の充実 根拠法令等 老人保健福祉計画・介護保険事業計画（第８期）

事業概要

介護保険事業計画に基づいた地域密着サービスの拠点整備。高齢者が要介護状態等になっても可能な限り、住
み慣れた自宅や地域での生活を継続できるようにするためのサービスであり、短時間の定期巡回と随時対応を
組み合わせた日常生活上の支援や看護師等による療養上の世話等をおこなう「定期巡回・随時対応型訪問介護
看護」を行う事業所の整備を行う。

事業の性質　（複数選択可）

　１　継続性のある事業

　２　緊急性の高い事業

総合計画

基本目標 ひとを育むまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策 基本施策３　ライフステージ支援プロジェクト 令和 年度 ～ 令和

　３　人口増加に寄与する事業

達成のめやす
第８期介護保険事業計画に基づき、２事業所を整備する 　４　住民サービス向上事業

　５　防災関連事業

留意事項
　６　総合戦略対象事業

　７　その他　（　　　　　　　　　　　）

期待する
効果

高齢者が要介護状態等になっても可能な限り、住み慣れた自宅や地域での生活を継続できるようになる。 優先順位マトリックス （ハード事業のみ）

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標

2.00 2.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと⇒

施設整備件数

年度の事業内訳

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業の位置づけ
・公募要項
・選考基準等の決定
　（行橋市長寿福祉委員会で要項・選考
　 基準の検討、及びプロポによる事業候
   補者の選定）

・事業者の公募
・事業者の選定
・年度内事業の実施

介護保険事業計画で計画している施設整備
を目標とする

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0

地方債 0

負担金 0

一般財源

県 22,400 22,400

その他 0

0

合計 0 22,400 0 22,400

予算費目 会　　計 一般会計 会計 費目名 民生費

補助金 あり 名称
地域密着型施設等整備補助
金

対象事業費 22,400 補助率（％） 100.0%

充当予定額 0

補助予定額 22,400

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） #DIV/0!
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●

費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円

事業番号 事業名 児童クラブ防犯カメラ設置事業 新規・既存の別 新規

課名 学校管理課 係名 学務係 主務課長名 シート作成者名

総合計画

基本目標 ひとを育むまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策 基本施策３　ライフステージ支援プロジェクト 令和 年度 ～ 令和 年度

施策項目 ２．子育て支援・児童福祉の充実 根拠法令等 公立学校施設整備総合計画

事業概要

小学校の防犯カメラ設置に伴い、学校敷地内及び隣接地の児童クラブも同程度の防犯レベルを確保するため、
児童クラブの玄関の往来を記録し、犯罪等の抑止力として防犯カメラの設置を行うものです。（各クラブ1台設置）
行小：1台、北小：1台、南小：1台、稗田小：1台、延永小：1台、今川小：1台、泉小：1台、第2泉小：1台、今元小：1
台、蓑島小：1台、仲津小：1台　計11台　（第2北及び第2延永は学校昇降口との共用を想定しています。）

事業の性質　（複数選択可）

　１　継続性のある事業

　２　緊急性の高い事業

　３　人口増加に寄与する事業

達成のめやす
不審者の侵入、侵入者等による児童クラブ施設の破損、指導員・児童を巻き込んだ事件・事故を防止し、児童クラ
ブの安全安心を確保する。

　４　住民サービス向上事業

　５　防災関連事業

留意事項
児童・生徒の安全確保及び授業への影響等を充分に考慮した計画とする。 　６　総合戦略対象事業

　７　その他　（　　　　　　　　　　　）

期待する
効果

防災機能を強化することにより、児童生徒の安全安心な環境を確保する。 優先順位マトリックス （ハード事業のみ）

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標

100.00% 100.00%

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと

目標の単位：整備率（％）
事業の進捗率１００％を目標とする。

年度の事業内訳

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業の位置づけ
実施なし 児童クラブ11クラブ

・各クラブ防犯カメラ1台
・各クラブレコーダー1台
・各クラブモニター1台
・諸経費（LANケーブル、設定・設置費）

小中学校17校すべてに防犯カメラを設置し、児童
生徒が安全かつ安心して学べる教育環境整備を
図る。

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

事業計画（事業費、単位：千円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 743 743

地方債

県 743 743

0 0

負担金 0 0

0

一般財源 745 745

会計 費目名

その他 0

補助率（％） 各1/3

合計 0 2,231 0 2,231

予算費目 会　　計 一般

充当率（％） 0.0%

民生

補助金 あり 名称 子ども・子育て支援交付金
福岡県放課後児童クラブ室施設整備費補助金 対象事業費 2,231

地方債 なし 名称 対象事業費 0 充当予定額 0

補助予定額 1,486

（ 学校管理課） -（ 児童ク ラ ブ防犯カ メ ラ 設置事業）
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●

●
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費

⇒ 千円 千円

⇒ 千円 千円充当予定額 0

補助予定額 0

地方債 名称 対象事業費 0 充当率（％） 0.0%

教育

補助金 名称 対象事業費 0 補助率（％） 0.0%

合計 1,440 4,560 7,200 13,200

予算費目 会　　計 一般 会計 費目名

その他 3,176 3,176

一般財源 1,440 1,384 7,200 10,024

0

負担金 0

県 0

令和５年度 全体事業費

財
源
内
訳

国 0

地方債

　昨年度内定者に対する決定、貸与
及び次年度の受付。
既決定者：5名（120万円）
新規予定者：1名（24万円）

　内定者に対する決定、貸与及び次年
度の受付。
既決定者：3名（72万円）
新規予定者：25名（600万円）

　内定者に対する決定、貸与及び次年
度の受付。
既決定者及び予定者：30名（720万円）

　経済的理由により大学等に進学できない者のう
ち、高い学習成績を収めている者等を救済し進学
率の向上を図ります。また併せて、人口増加へ寄
与、保育士等の不足解消を目指していきます。

（この欄には事業全体の内容を記載のこと）

事業計画（事業費、単位：千円）

令和３年度 令和４年度

100.00 100.00 100.00

右欄に目標の単位と目指す内容の説明
を記載のこと⇒

年度の事業内訳

令和３年度 令和４年度 令和５年度 全体事業の位置づけ

期待する
効果

一般型については、大学等の進学率向上及び定住による人口増加。
　特定職業型については、大学等の進学率向上に併せて不足している保育士及び教職員が充足し安定した職員数が確保される状況、定住による人口増
加。

優先順位マトリックス （ハード事業のみ）

数値目標
（事業の目的及び活
動内容の達成度を

測る指標）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 最終目標

100.00

　３　人口増加に寄与する事業

達成のめやす
一般型：大学等の進学率の向上及び人口増加。
　特定職業型：大学等の進学率の向上及び不足している保育士、教職員不足の解消及び人口増加。

　４　住民サービス向上事業

　５　防災関連事業

留意事項
条件付免除型のため、条件が整った場合は、償還が免除されます。 　６　総合戦略対象事業

　７　その他　（　　　　　　　　　　　）

年度

施策項目 ７．低所得者の自立支援 根拠法令等

事業概要

経済的理由により大学等に進学できない者のうち、高い学習成績を収めている者、教育外活動において大変優
れた成果を収めた者、または、保育士、教職員に従事しようとする者に対して修学に必要な資金を貸与することに
より、進学の機会を提供し、教育の機会均等に寄与するとともに、卒業後の本市の定住促進、地域福祉、教育の
充実を図ることにより、本市の次代を担う人材を育成しようとするものです。

事業の性質　（複数選択可）

　１　継続性のある事業

　２　緊急性の高い事業

総合計画

基本目標 ひとを育むまち 事業の開始・終了（期間を設定していない場合は空白）

基本施策 基本施策３　ライフステージ支援プロジェクト 年度 ～ 令和

既存

課名 学校管理課 係名 学務係 主管課長名 シート作成者名

事業番号 3453 事業名 条件付返還免除型奨学金 新規・既存の別

（ 学校管理課） -（ 条件付返還免除型奨学金）


